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５．集約型都市構造の必要性 
 

今後のまちづくりにおいては、人口減少下にあっても市民生活や都市活動、財政運営の持続

性が確保できる都市構造を目指す必要がある。 

本市においては、総合計画にもとづき、桑名市を元気なまちとするため、先人たちが築き上

げてきた歴史や文化、産業、都市基盤を活かし、まちごと「ブランド化」するための取り組み

が進められている所であり、桑名駅の東西に形成されている中心市街地の活性化は、本市の都

市構造を考えるうえで重要な課題であること、また、市域西部の丘陵地における住宅団地で進

む急激な少子高齢化への対応も課題である。 

そこで、「立地適正化計画作成の手引き（国土交通省都市局都市計画課）」の“現状及び将来

見通しにおける都市が抱える課題の分析”に示されている視点（公共交通の利便性・持続可能

性、生活サービス施設の利便性・持続可能性、高齢者の健康・福祉、災害等に対する市街地の

安全性等）にもとづき、本市の都市構造の課題を分析し、集約型都市構造の必要性を検討する。 

検討にあたっては、「桑名市まちづくりアンケート調査結果（平成 27 年 8 月）」も参考にす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜ 桑名市における都市構造の課題の分析【６つの視点】＞ 

視点① 中心市街地の活性化  【活力】 

視点② 公共交通の利便性、持続可能性  【交流】 

視点③ 生活サービス施設の利便性、持続可能性  【生活】 

視点④ 丘陵地の住宅団地におけるコミュニティ形成  【コミュニティ】 

視点⑤ インフラの既存ストックの有効活用  【インフラ】 

視点⑥ 災害等に対する市街地の安全性  【災害】 
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図 満足度・重要度の分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：桑名市まちづくりアンケート調査結果（平成 27年 8月） 

  

今後重点的に取り組むべき施策分野 

（満足度が低く、重要度が高い分野） 
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図 ニーズ得点の順位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：桑名市まちづくりアンケート調査結果（平成 27年 8月） 

 

今後優先的に取り組む必要がある施策（ニーズ得点が高い施策）は、 

1 位「行財政改革」、2 位「中心市街地（整備）」 
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視点① 中心市街地の活性化 

現状分析：中心市街地の人口が減少し、まちなかの活力が低下する見通し 

 中心市街地の人口集積とコミュニティの維持 

将来的に中心市街地で人口減少が見込まれ、特に、赤須賀や寺町など歴史的コミュニティ

が形成されている古くからの市街地においては大きく人口が減少することが予測される。 

桑名市を元気なまちとするため、中心市街地の活性化を図ることが重要であり、総合計画

にもとづき、先人たちが築き上げてきた歴史や文化、産業、都市基盤を活かし、まちごと「ブ

ランド化」するための取り組みが進められているところである。 

桑名駅の東西に形成されている中心市街地には様々な都市機能が集積するとともに、歴史

的にみて本市のアイデンティティを形づくる市街地の区域でもあることから、都市機能の維

持や歴史・文化の継承のためにも、中心市街地の人口集積を図り、地域のコミュニティを維

持していくことが課題である。 

 中心市街地の一体化 

本市は、古くから交通の要衝にあり、江戸時代には七里の渡しに代表されるような交流拠

点として繁栄してきており、その地理的優位性は現在も変わっていない。中心市街地の活性

化に向けては、桑名駅を中心に交通結節点の機能強化を図り、その周辺に都市機能の集積や

まちなか居住を促進し、利便性を高めることが重要である。 

しかし、桑名駅周辺では、鉄道により市街地が分断され、地域の交流が妨げられているこ

とから、鉄道による分断を解消し、駅周辺に立地する各種都市機能が効果的に活用できるよ

う、中心市街地の一体化が課題である。 

 

図 中心市街地の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：桑名市まちづくりアンケート調査結果（平成 27年 8月） 

  

■中心市街地の活性化への評価 

 

■桑名駅の整備状況への評価 ■中心市街地での買い物等の
利便性への評価 

中心市街地(桑名駅周辺)

が活性化していると思う

市民は 29.5％ 

桑名駅が市の玄関口とし

てふさわしく整備されて

いると思う市民は 34.9％ 

中心市街地が買い物・通院等の生

活に困らないコンパクトシティに

なっていると思う市民は 56.1％ 
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図 人口増減数（平成 22 年～平成 47年）【封鎖人口】（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 47年は社会移動を考慮しない封鎖人口を推計 

 

 

 

 

 

 

 

  

※500m メッシュ当り 

資料：将来推計人口メッシュ 
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視点② 公共交通の利便性・持続可能性 

現状分析：鉄道やバス路線などの公共交通の維持が困難となる見通し 

将来的に中心市街地の桑名駅周辺や大山田団地などの丘陵地における住宅団地と桑名駅

をつなぐバス路線の利用圏域人口は大きく低下することが見込まれる。 

また、生産年齢人口の減少及び少子化に伴い、鉄道やバス路線の利用主体となっている通

勤・通学利用が減少することが予測される。 

人口減少及び人口構造の変化は、経常収益率が低い北勢線や養老線における経営状況を更

に圧迫することとなり、都市の骨格を形成する北勢線や養老線の維持・活性化が課題となる。 

また、現在、通勤需要を背景に一定のサービス水準・利便性が維持されているバス路線に

おいても利用者数が減少し、現在のサービス水準・利便性を維持することが困難となること

が懸念される。 
 

図 主要公共交通利用圏域と将来人口増減図（平成 22年、47年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 生産年齢人口の増減数（平成 22年～平成 47年） 

  

凡例

!( 鉄道駅

鉄道

市境

旧市町村界

市街化区域

Ｈ47生産年齢人口増減

-150人未満

-150～-100人

-100～-25人

-25～25人

25～100人

100人～150人

150人以上
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図 北勢線・養老線の利用形態（平成 26年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 公共交通の利用実態と利用意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：桑名市まちづくりアンケート調査結果（平成 27年 8月）  

通勤定期

579千人
24%

通学定期

1,071千人
44%

定期外

789千人
32%

三岐鉄道北勢線

通勤定期

1,707千

人
29%

通学定期

2,928千

人
49%

定期外

1,280千

人
22%

養老鉄道養老線

通勤・通学利用は 78％ 通勤・通学利用は 68％ 

■日常生活で主に利用する交通手段 

日常生活での市民の移動は、自動

車利用が 77.3％、公共交通（鉄道、

バス）利用は 13.0％ 

■年齢別にみた日常生活で主に利用する交通手段 

 
高齢者は、バス利用、自転車

利用率が相対的に高い 

■公共交通の利用意向 

 
公共交通を利用したいと思う市民

は 62.9％ 

■年齢別にみた公共交通の利用意向 

 
今後、公共交通を利用していきた

いとする高齢者は 67.9％ 
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視点③ 生活サービス施設の利便性・持続可能性 

現状分析：都市機能や生活サービス機能の維持が困難となる見通し 

 都市機能や生活サービス機能の維持 

行政施設、文化施設、商業施設、医療機関、子育て支援施設などの都市機能へのアクセス

が容易な地区（施設から 500ｍ圏内）の人口密度は、現況に比べ低下することが見込まれる。

このまま推移した場合、都市機能のサービスを容易に利用できる人口が減少するため利用者

が減少していく恐れがある。 

また、生活サービス機能周辺の人口密度も同様に低下することが見込まれる。人口密度の

低下は、生活サービス機能の撤退に繋がる恐れがあり、日常生活における自動車依存度を高

めることとなる。 

 

 

施設 
圏域面積 

（ha） 

圏域内人口 

（人） 

圏内人口密度 

（人/ha） 

圏内人口

密度増減

（人/ha） Ｈ22 Ｈ47 Ｈ22 Ｈ47 

都市 

機能 

行政施設 235.54  6,269  5,620  26.6  23.9  -2.8  

文化施設 374.74  9,348  7,852  24.9  21.0  -4.0  

商業施設 1,584.25  42,138  39,223  26.6  24.8  -1.8  

医療施設 574.33  22,569  18,857  39.3  32.8  -6.5  

全施設 2,144.93  55,923  50,911  26.1  23.7  -2.3  

生活サービス施設 5,869.47  120,799  109,051  20.6  18.6  -2.0  

   図 生活サービス施設の立地と人口（平成 22 年、47年） 

 

 

 

  

図 都市機能から 500ｍ圏域にある人口比率の推移（平成 22年、47年） 
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図 市の子育てのしやすさへの評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：桑名市まちづくりアンケート調査結果（平成 27年 8月）  

■市の子育てのしやすさへの評価 

中学までの子どもをもつ保護者

で、桑名市を子育てしやすいまち

だと思う人は 35.8％、そう思わな

い人は 53.4％ 

■子育てしやすいと思わない理由 

 

子育てしやすいと思わない理由は、「子育てに

関する経済的な支援が少ない」が 59.3%、「子

どもが安全に遊べる身近な施設が少ない」が

44.8%、「就業形態に応じた学童保育体制が整

っていない」が 40.7% 
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 高齢者の健康・福祉の維持 

公共交通利用が不便な地区（駅から 800ｍ以遠、バス停から 300ｍ以遠）における高齢者

人口は増加傾向にあり、高齢化の進展により、自動車を運転できなくなる等、外出機会の低

下による健康への影響が懸念される。 

また、高齢者が増加する地域においては、必ずしも高齢者福祉施設が立地しておらず、高

齢化の更なる進展に伴い、高齢者のサービス利便性が低下することが懸念される。 

 

表 公共交通利用不便地区における高齢者数増加（平成 22年、47年） 

年度 
公共交通徒歩圏域（人） 公共交通不便地域（人） 

人口 高齢者人口 人口 高齢者人口 

Ｈ22 年 119,415  25,952  20,875  5,486  

Ｈ47 年 107,066  34,906  19,708  8,606  

 

図 高齢者福祉施設と高齢者人口の関係（平成 47年） 

   
凡例

GF 病院

GF 診療所

老人福祉センター

地域福祉センター

通所型介護施設

! 鉄道駅

鉄道

市境

旧市町村界

市街化区域

高齢者人口密度

0人/ha

5人/ha未満

5～10人/ha

10～15人/ha

15人/ha以上
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図 医療・健康づくりの実態 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：桑名市まちづくりアンケート調査結果（平成 27年 8月） 

  

■かかりつけ医の有無 

 

かかりつけ医を持っている市民は

52.6％ 

■年齢別かかりつけ医の有無 

 

かかりつけ医を持っている高齢

者は 63.8％ 

■日頃実践している健康づくり 

 
高齢者は比較的、健康づくりに日頃から様々

な取り組みを実践している割合が高い。 
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視点④ 丘陵地の住宅団地におけるコミュニティ形成 

現状分析：丘陵地の住宅団地等で高齢化が進み、地域コミュニティの維持が困難となる見通し 

大山田団地等郊外の丘陵地に開発された住宅団地においては、名古屋市を主体とするベッ

ドタウンとしても機能しており、生活サービス機能が分散立地していることに加え、起伏に

富んだ地形であることから、自動車利用率も桑名駅周辺に比べ高いものと推測される。 

今後、人口減少と急激な少子高齢化が進むことで、高齢者世帯や空家が増え、社会参加す

る機会が減少することで、地域の結びつきが今以上に希薄になることが懸念されることから

住宅団地においては、地域コミュニティの持続・活性化に向けた人口維持と世代間バランス

を確保することが課題である。 

    図 将来高齢者割合（平成 47年）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 将来人口密度分布図（平成 47年） 

凡例

!( 鉄道駅

鉄道

市境

旧市町村界

市街化区域

Ｈ47人口密度

0.0

0.1以上 20.0未満

20.0以上 30.0未満

30.0以上 40.0未満

40.0以上 50.0未満

50.0以上 60.0未満

60.0以上 70.0未満

70.0以上

凡例

!( 鉄道駅

鉄道

市境

旧市町村界

市街化区域

Ｈ47高齢者割合

0

1～10％

10～20％

20～30％

30～40％

40～50％

50％以上
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図 地域活動への参加状況 

 

 

 

 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地域を支える人づくりの評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：桑名市まちづくりアンケート調査結果（平成 27年 8月） 

  

■地域活動への参加状況 

 
地域活動（町内会、子ども会、老

人クラブなど）に参加している市

民は 41.1％ 

■参加している地域活動 

 

 

子ども会、老人クラブ、学校支援活動等主体が特定

のものを除いて、高齢者の参加率が高いが、美化活

動への参加率は 64 歳以下が高い 

■地域を支える人づくりの実現への評価 

 
地域で福祉等のボランティア・担

い手等の人づくりができていると

思う市民は 33.8％ 

■地域別にみた地域を支える人づくりの実現へ
の評価 

 
桑名地域では、地域を支える人づくり

ができていると思う市民は 32.3％と多

度地域、長島地域に比べ低い 
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図 地域を見守る仕組みづくりの評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地域をつなげる場づくりの評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：桑名市まちづくりアンケート調査結果（平成 27年 8月） 

 

  

■地域を見守る仕組みづくりの実現への評価 

 
地域で高齢者や子ども等を見守る

仕組みづくりができていると思う

市民は 39.0％ 

■地域別にみた地域を見守る仕組みづくり
の実現への評価 

 
桑名地域では、見守りの仕組みづくり

ができていると思う市民は 36.5％と多

度地域、長島地域に比べ低い 

■地域をつなげる場づくりの実現への評価 

 

■地域別にみた地域をつなげる場づくりの実現
への評価 

 
桑名地域では、場づくりができている

と思う市民は 29.4％と多度地域、長島

地域に比べ低い 

地域で地域住民同士が交流する場

づくりができていると思う市民は

30.6％ 
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視点⑤ インフラの既存ストックの有効活用 

現状分析：厳しい財政状況のもと投資的経費の圧縮が続く見通し 

本市の歳入は、30年前の昭和 59年に約 234億円だったものが平成 26年度には約 494億円

と倍増しているものの、自主財源が占める割合は昭和 59年度の 58.6％に対して平成 26年度

には 55.8％と 2.8％減少しており、財政状況は厳しい状況下にある。 

また、歳出目的の変化をみると、民生費等の増加に伴い、投資的経費である土木費の占め

る割合は、この 30 年間で約半分に減少しており、今後その傾向はさらに続くものと想定さ

れることから、持続可能なまちづくりを進めるうえで、インフラの既存ストックを有効に活

用することが課題である。 

 

図表 財源別歳入 

＜30年前：S59年度＞           ＜現在：H26年度＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 目的別歳出 

＜30年前：S59年度＞            ＜現在：H26年度＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：市財政課資料 
※昭和 59 年度は、旧桑名市、旧多度町、旧長島町の合算値である  

民生費

3,226,450千円

14.5%

土木費

4,484,569千円

20.1%

教育費

5,183,022千円

23.3%

総務費

2,627,968千円

11.8%

衛生費

1,656,914千円

7.5%

公債費

2,433,890千円

10.9%

消防費

1,054,112千円

4.7%

農林水産業費

676,979千円

3.0%

その他

937,898千円

4.2%

民生費

16,221,631千円

33.7%

土木費

5,305,422千円

11.0%
教育費

4,932,154千円

10.2%

総務費

6,282,292千円

13.1%

衛生費

5,563,737千円

11.6%

公債費

5,537,967千円

11.5%

消防費

2,452,891千円

5.1%

農林水産業費

869,685

1.8%

その他

963,931千円

2.0%

使用料手数料 
千円 

4.5% 

自主財源 
13,706,067 千円 

58.6% 

依存財源 
9,701,867 千円 

41.4% 

市税 
9,526,831 千円 

40.7% 

506,679 
2.2% 諸収入 

1,042,312 千円 

その他 
2,630,245 千円 

11.2% 

国庫支出金 
2,808,371 千円 

12.0% 

県支出金 
613,541 千円 

2.6% 

地方交付税 
2,695,439 千円 

11.5% 

地方譲与税等 
543,438 千円 

2.3% 

市債 
3,041,078 千円 

13.0% 

歳入総額 
23,407,934 千円 

1.7% 

5,353,453 

自主財源 
27,545,051 千円 

55.8% 

依存財源 
21,835,646 千円 

44.2% 

市税 
21,409,758 千円 

43.3% 

使用料手数料 
969,300 千円 

2.0% 諸収入 
847,280 千円 

その他 
4,318,713 千円 

8.8% 

国庫支出金 
5,905,956 千円 

12.0% 

県支出金 
2,757,202 千円 

5.6% 

地方交付税 
千円 

10.8% 

地方譲与税等 
2,491,435 千円 

5.0% 

市債 
5,327,600 千円 

10.8% 

歳入総額 
49,380,697 千円 

歳出総額 
22,281,802 千円 

歳出総額 
48,129,710 千円 
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図 行財政改革のために重点を置くべき取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：桑名市まちづくりアンケート調査結果（平成 27年 8月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

行財政改革で市民が重要と思う取り組みは、 

1 位：職員能力の向上（34.3％） 

2 位：財政の健全化（29.9％） 

3 位：組織の見直し（28.9％） 

4 位：私有財産の有効活用（26.9％） 

5 位：公共施設の廃止・統合（25.8％） 
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視点⑥ 災害に対する市街地の安全性 

現状分析：津波や洪水の浸水想定区域内に居住が分布している状況 

本市では、古くから水との戦いの中で独自のまちが形成されてきており、特に昭和３４年

には伊勢湾台風により甚大な被害を被った歴史がある。 

今後、南海トラフ巨大地震や巨大台風（スーパー伊勢湾台風）による大規模な被害の発生

が想定されている一方で、現状として津波や洪水を想定した場合の浸水想定区域においても

開発行為や一戸建住宅の新規着工が多くみられる状況にあることから、安全で安心な暮らし

のためには、引き続き堤防等の防災施設整備を進め、長期的な視点の中で、災害危険性の低

い地域への居住を促すことも課題である。 

 

図 災害危険箇所と開発許可、一戸建住宅の新規着工 
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図 災害に対する安心への評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：桑名市まちづくりアンケート調査結果（平成 27年 8月） 

 

  

■災害に対する安心への評価 

 

■地域別にみた災害に対する安心への評価 

 

災害の心配が少ないと

思う市民は 49.0％ 

長島地域では、災害に対し不安を感じ

る市民は 83.1％と桑名地域、多度地域

に比べ高い 
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＜三重県による被害想定（再掲）＞ 

 

三重県による地震被害想定では、過去最大クラスの南海トラフ地震（以下、過去最大地震）

及び理論上最大クラスの南海トラフ地震（以下、理論上最大地震）が発生した場合の被害を

想定している。それによると桑名市においては、過去最大地震では合計約 6,600 棟が全壊・

焼失し、この内津波によるものは約 4,900 棟と全体の 7 割以上を占めている。また、理論上

最大地震では合計約 13,000棟が全壊・焼失し、この内津波によるものは約 5,600棟で全体の

約 4割と過去最大地震と比較して割合は低下するものの棟数は約 700棟増加する。 

津波浸水範囲をみると過去最大地震及び理論上最大地震ともに長島地区のほぼ全域が浸水

深 2ｍ以上の浸水が想定されている。また、桑名駅東側の市街地においては過去最大地震及び

理論上最大地震ともに 2ｍ以下の浸水が想定されている。 

 

表 南海トラフ地震による被害想定の概要（桑名市） 

想定地震 
震 

度 

全壊・焼失棟数 

揺れ 液状化 津波 急傾斜地等 火災 合計 

【Ｌ１津波】 

過去最大クラス 

の南海トラフ地震 

６弱 
約 500 

（7.6％） 

約 1,200 

（18.1％） 

約 4,900 

（74.0％） 

約 10 

（0.2％） 

約 10 

（0.2％） 
約 6,600 

【Ｌ２津波】 

理論上最大クラス 

の南海トラフ地震 

７ 
約 5,500 

（42.9％） 

約 1,200 

（9.4％） 

約 5,600 

（43.7％） 

約 20 

（0.2％） 

約 500 

（3.9％） 
約 13,000 

※過去最大クラスの南海トラフ地震は、過去概ね 100 年から 150 年間隔で当該地域を襲い、揺れと津

波により三重県に甚大な被害をもたらしてきた、歴史的に当該地域で起こり得ることが実証されて

いる南海トラフ地震 

※理論上最大クラスの南海トラフ地震は、あらゆる可能性を科学的見地から考慮し、発生する確率は

極めて低いものの理論上は起こり得る最大クラスの南海トラフ地震 

出典：三重県地震被害想定調査結果 Ｈ26年三重県防災対策部  

参考：東日本大震災による被災現況調査によると、浸水深 2ｍ 前後で被災状況に大きな差があ

り、浸水深 2ｍ 以下の場合には建物が全壊となる割合は大幅に低下することが報告され

ている。 

出典：東日本大震災による被災現況調査結果について（第 1 次報告） Ｈ23 年 国土交通省 
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視点① 中心市街地の活性化 

 中心市街地の人口集積とコミュニ

ティの維持 

将来的に中心市街地で大きく人口

が減少する中、桑名を元気なまち

とするため、都市機能の維持や歴

史・文化の継承に向け、中心市街

地の人口集積と地域のコミュニティ

の維持が必要。 

 中心市街地の一体化 

鉄道による分断を解消し、駅周辺

に立地する各種都市機能が効果

的に活用できるよう、中心市街地

の一体化が必要。 

図 人口増減数（平成 22年～平成 47年）【封鎖人口】 

凡例

人口増減数（Ｈ22－Ｈ47）

-200人未満

-200～-100人

-100～-25人

-25人～25人

25人～100人

100人～200人

200人以上

!( 鉄道駅

鉄道

市境

旧市町村界

市街化区域

視点③ 生活サービス施設の利便性・持続可能性 

 都市機能や生活サービス機能の維持 

行政施設、文化施設、商業施設、医療

機関、子育て支援施設周辺の人口減少

に伴い、これら施設の維持が困難となる

恐れがあるため、市民生活の利便性確

保に向け、都市機能・生活サービス機能

の維持が必要。 

 高齢者の健康・福祉の維持 

公共交通利用が不便な地区や高齢者福

祉施設から遠い地区で高齢者人口が増

加傾向にあり、自ら自動車を運転できなく

なる等、高齢者の外出機会が低下するた

め、高齢者の生活サービス利便性を確保

し、高齢者の健康を維持することが必

要。 

図 都市機能から 500ｍ圏域にある人口比率の推移 
（平成 22年～47年） 

施設 
圏域面積 

（ha） 

圏域内人口 

（人） 

圏内人口密度 

（人/ha） 

圏内人口

密度増減

（人/ha） Ｈ22 Ｈ47 Ｈ22 Ｈ47 

都市 

機能 

行政施設 235.54  6,269  5,620  26.6  23.9  -2.8  

文化施設 374.74  9,348  7,852  24.9  21.0  -4.0  

商業施設 1,584.25  42,138  39,223  26.6  24.8  -1.8  

医療施設 574.33  22,569  18,857  39.3  32.8  -6.5  

全施設 2,144.93  55,923  50,911  26.1  23.7  -2.3  

生活サービス施設 5,869.47  120,799  109,051  20.6  18.6  -2.0  

 

視点⑤ インフラの既存ストックの有効活用 

 厳しい財政状況下において圧縮される投

資的経費 

自主財源が占める割合は減少傾向にあり、

本市の財政状況は厳しい状況下にある。ま

た、歳出目的の変化をみると、民生費等の

増加に伴い、投資的経費である土木費の

占める割合は、この 30 年間で約半分に減

少しており、今後もその傾向は続くものと想

定されることから、持続可能なまちづくりを

進めるうえでインフラの既存ストックを有効

に活用することが必要。 

「
持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り
」
に
向
け
、 

集
約
型
都
市
構
造
へ
の
転
換
が
必
要 

活力 

視点② 公共交通の利便性・持続可能性 

 利用者の確保による公共交通の

維持 

人口減少及び人口構造の変化に

伴い、鉄道やバスなどの公共交通

の利用者数の減少が見込まれるた

め、市民の日常生活の移動手段で

ある北勢線や養老線、バス路線な

どの公共交通の利便性維持・活性

化が必要。 

交流 

図 生産年齢人口の増減数（平成 22年～平成 47年） 

凡例

!( 鉄道駅

鉄道

市境

旧市町村界

市街化区域

Ｈ47生産年齢人口増減

-150人未満

-150～-100人

-100～-25人

-25～25人

25～100人

100人～150人

150人以上

視点⑥ 災害に対する市街地の安全性 

 災害危険性の高い地域への対

応 

安全で安心な暮らしのためには、

引き続き堤防等の防災施設整備

を進め、長期的な視点の中で、災

害危険性の低い地域への居住を

促すことも必要。 

 

災害 

図 歳出の目的別構成比の推移 

昭和 59年度 

平成 26年度 

視点④ 丘陵地の住宅団地におけるコミュニティ形成 

 住宅団地における人口維持と世

代間バランスの確保 

少子高齢化が進む住宅団地にお

いては、高齢者世帯や空家が増

え、社会参加をする機会が減少す

ることで、地域の結びつきが今以上

に希薄になることが懸念されること

から、地域コミュニティの維持・活

性化に向けた人口維持と世代間バ

ランスを確保することが必要。 

 

図 将来人口密度分布図（平成 47年） 

凡例

!( 鉄道駅

鉄道

市境

旧市町村界

市街化区域

Ｈ47人口密度

0.0

0.1以上 20.0未満

20.0以上 30.0未満

30.0以上 40.0未満

40.0以上 50.0未満

50.0以上 60.0未満

60.0以上 70.0未満

70.0以上

コミュニティ 

インフラ 

生活 

民生費

3,226,450千円

14.5%

土木費

4,484,569千円

20.1%

教育費

5,183,022千円

23.3%

総務費

2,627,968千円

11.8%

衛生費

1,656,914千円

7.5%

公債費

2,433,890千円

10.9%

消防費

1,054,112千円

4.7%

農林水産業費

676,979千円

3.0%

その他

937,898千円

4.2%

民生費 14.5% 

土木費 20.1% 

民生費

16,221,631千円

33.7%

土木費

5,305,422千円

11.0%
教育費

4,932,154千円

10.2%

総務費

6,282,292千円

13.1%

衛生費

5,563,737千円

11.6%

公債費

5,537,967千円

11.5%

消防費

2,452,891千円

5.1%

農林水産業費

869,685

1.8%

その他

963,931千円

2.0%

民生費 33.7% 

土木費 11.0% 

図  


